
　

開始年度 42

④
経
　
費

財
源
内
訳

※「財源内訳」について

↑どちらかを
チェックしてください

「実績」
拡大図る

37,588

将来目標

30

「実績」
縮小図る

500

30

単位

人

千円

目標値 30

67,701

H28目標値

60,047 57,988

Ｈ 26 Ｈ 27

38,678

27 H28見込み 将来目標単位 Ｈ 26 Ｈ

交通災害共済に加入している市民からの会費収入を原資として、交通事故により災害に遭った会員に死亡又は傷害の程度に応じて見舞金を支給する。

基本
方針

37,600

0 0

0

34,593

0

根拠法令

目的（どのような効果を目指して実施しているのか、具体的に）

決　　　算　（見込み含む）

人）人） （ 1.65

平成28年度のみ、当初予算
の内訳となっています。

２９９８－９１４０
担
当
部
課

②
事
　
業
　
の
　
概
　
要

関連・類似事業
所沢市交通災害共済条例及び施行規則

部課コード 051700 ℡

法定受託＋附加

事業コード
交通災害共済事業

平成 28年度事務事業評価表（一般用）　　　　　

051706

①事務事業名

終了年度 年度

交通安全課

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 庶務

■ □ □

年度

57,988

→

事業の種別

交通安全節

自治事務 法定受託事務

事業開始の背景

分野別計画・指針

昭和30年代から車を所有する世帯が増え、それに伴い国内での事故が多発し、第1次交通戦争とまで言われるようになった。そのため、交通事
故で災害を受ける市民に対しての支援措置として、昭和42年に交通災害共済条例を制定し事業を開始した。

総合計画の体系 章 安全・安心 交通被害者の救済対策の充実

人

人

事業の具体的な内容及び実施方法

平成 26年度対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
年度

単位

38,600

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員）

所沢市に住民登録をしている市民のうち、交通災害共済に加入（任意）している市
民。 平成

0.00

③
事
　
業
　
の
　
内
　
容

加入者の相互扶助により、交通事故による災害を受けた者を救済するため見舞金を支給する。

予算現額

27

その他（　　　　　　　　　　） ）

60,047

34,593

人） （

0.52人 4,503

≪会計種別≫ 一般会計

国・県支出金

38,678

一般財源

平成 26 年度

（

28

1.50

38,472

（ 0.00

27 年度平成

6,802

（千円） 年度 （千円）

37,600

31,876 30,090

（千円） 平成

人

事業費合計

正規職員人件費

人）

0.78人

(大人×600円）+（中学生以下×300円）

見舞金支給件数 見舞金を支給した件数

32,310

件 444 450

 
 
⑥
成
果

33,459

⑤
実
績

項目名 項目説明

活動実績

加入者数 大人+中学生以下

共済会費収入

％ 達成率 58 57

　 項目名 項目説明

成果指標 加入率

どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています

継続

事業に係る、人件費等の経費について見直しを検討している。

30

実 績 18 17
加入率÷人口

目標達成状況

現状
維持

その
他

拡大 縮小

⑦
改
善
点

⑧
評
　
　
　
　
価

評
価

今
後
の

方
向
性

事業実施方法
(複数選択可）

交通安全課長　田中　政美

終了

次年度予算

評価日 H28.7.26 評価者職氏名

理由 現在においても、多くの市民(約57,000人以上）が加入しているため。

⑨
環境
影響

有益な
環境影響

有害な環境影響
を及ぼす原因活動

現状
維持

理由 現在においても、多くの市民(約57,000人以上）が加入しているため。拡大 縮小

無

無
見舞金支給事務

規制を受ける環境法令等

緊急事態

(2)今後の方向性

広報、ホームページ等により加入者の増大を図る。

　出張受付時に自治会等の受付で使用する交通災害加入受付書を新規に作成し、事
務が滞りなく行えるようになった。
　また、新１年生の加入会費のお知らせを入学式(４月)に配布していたが、学校説明会
(２～３月)に配布することにしたため、問い合わせの数が減った。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください） (2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

　加入者の多くが自治会等の取りまとめを通じて加入しているが、自治会そ
のものの加入率が減少しているうえ、取りまとめを辞退される自治会があ
る。また、民間の保険の多様化により民間の保険に加入される方が多くなっ
てきているため。

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況

改善・
効率化


